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◇再生可能エネルギーの導入実績（原油換算）

2011年度 23.7% 2020年度 43.4%

AP１期
（2013～2015）

AP２期
（2016～2018）

AP３期
（2019～2021）
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◇県内電力消費量との比較の推移

※ 再生可能エネルギー導入量：県内再生可能エネルギー導入量をkWhに換算
※ 県内電力消費量：資源エネルギー庁「電力調査統計」

2



◇再エネ導入目標の達成状況（分野別）

2011年度 66ＭＷ 2020年度 2,357ＭＷ

2011年度 144MW 2020年度 183ＭＷ

2011年度 14MW 2020年度 18MW

2011年度 65MW

2020年度 30MW
※ 東北電力柳津西山地熱発電所

定格出力変更（2017）

2020年度 73MW

2019年度 258MW

35.71倍

1.27倍

1.28倍

3.53倍

太陽光発電

風力発電

小水力発電

地熱発電

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

0.46倍
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アクションプラン（３期）４つの施策の柱
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Ａ．地域主導で再生可能エネルギーの導入促進

B．再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進

C．再生可能エネルギーで復興を牽引

D．エネルギーの効率利用



Ａ．地域主導で再生可能エネルギーの導入促進

(1)地域主導の再生可能エネルギーの参入支援
・住宅用太陽光補助 ⑲～㉑ 計7,048件 約37,921kW（2021.12末時点）
・個別相談及びセミナーの開催

個別相談 ⑲～㉑ 計592件 セミナー ⑲～㉑ 計16回実施

(2)地域主導の仕組みづくり
・地域参入（活用）型再生可能エネルギー導入の支援

事業可能性調査 ⑲～⑳ 計6件
設備導入 ⑲～㉑ 計8件

 県民に最も身近な再生可能エネルギーであり、また、系統への影響も少なく、非常時の電
源として活用することも可能である住宅用太陽光について、約7千件の補助を行った。

 （一社）福島県再生可能エネルギー推進センターと連携し、県内企業の個別相談やセミナ
ーを通じた事業化支援を実施した。

 福島発電（株）の会社設立・運営ノウハウを活用し、県内企業を中心とした地域主導の再
生可能エネルギー事業を一段と推進した。

◆地域主導による再生可能エネルギー事業導入促進
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信夫山・遠藤ヶ滝・大玉第一小水力発電所（信夫山福島電力（株））



Ａ．地域主導で再生可能エネルギーの導入促進

 福島空港メガソーラー等県内各地の再生可能エネルギー施設の見学や体験学習の実施等を
通じ、小学生から社会人まで幅広く県民の理解促進を図った。

 再生可能エネルギー推進の取組についてまとめたパンフレットを作成し、関係機関や県内
小学校等へ配布、各種イベントで配架するなど周知啓発を行っている。

 自家消費型再生可能エネルギー導入支援事業を実施し、自家消費型再生可能エネルギー設
備のモデル構築を行った。

◆再生可能エネルギーの普及啓発

(1)再生可能エネルギーの理解促進
・「再エネ先駆けの地」理解促進事業 ⑲～㉑ 計18件

主な内容 再エネ施設等照会動画作成（ ㉑ 郡山市 WEB公開）

・再エネツアーの実施 ⑲～㉑ 計2回 参加人数 延 48 人

(2)自家消費型再エネ導入支援事業（⑲⑳自家消費型モデル構築事業）
・設備導入事業 ⑲～㉑ 計16件
主な導入先
役場庁舎、中学校、スーパー、飲食店、社屋、工場 等
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福島県再エネスタディツアー

いちい蓬莱店（出典：いちい㈱）



Ａ．地域主導で再生可能エネルギーの導入促進

 須賀川土木事務所において、省エネ化と合わせた再エネの導入を行い、庁舎としては東北
で初めてとなるNearly ZEBを取得した。

 福島県再エネ・省エネ推進建築物整備指針を改定し、エネルギー使用に関する目標値及び
実現のための方策を示し、エネルギーの利用に関する建築物整備の方向性を明確化

◆公共施設等への率先導入

(1)県有建築物への率先導入
2020年3月 須賀川土木事務所（庁舎としては東北初のNearly ZEB）

(2)整備指針の改定
2021年4月 福島県再エネ・省エネ推進建築物整備指針を改定
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福島県須賀川土木事務所



(1)エネルギーエージェンシーふくしまの運営
・ エネルギー・エージェンシーふくしまの支援による成約件数

⑲～㉑ ７７件(2021年12月末時点)

(2)企業立地補助金等を活用した企業誘致
・ 補助採択企業 ⑲～㉑ １０社（2021年10月末時点）

・ 再生可能エネルギー関連産業の工場立地件数
（県工業開発条例に基づく届出件数：敷地面積1,000㎡以上の工場の新設・増設)

⑲～⑳ ２１社

B．再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進

 エネルギー・エージェンシーふくしま（平成29年4月設立）を核として、企業間のネット
ワーク構築から、研究開発、事業化、販路拡大、海外展開まで一体的・総合的に支援する
ことにより、再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進した。

 企業立地補助金やふくしま産業復興投資促進特区を活用し、積極的に再生可能エネルギー
関連企業を誘致した。

◆再生可能エネルギー関連産業の育成・集積

8

メーカーと県内企業との
ビジネスマッチング



B．再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進

 福島再生可能エネルギー研究所において、大学院生をリサーチアシスタントとして受け入
れを行うなど、人材育成を実施した。

 工業高校生等を対象にした福島再生可能エネルギー研究所やＲＥＩＦふくしまの見学など
を通じて、再生可能エネルギー関連技術を学ぶ機会を提供した。

 県内企業が再生可能エネルギーメンテナンス分野への新規参入・事業拡大に向けて行う人
材育成の取組を支援した。

◆人材育成・確保

(1)福島再生可能エネルギー研究所における人材育成
・ ⑲～㉑ リサーチアシスタント人数 26人

(2)工業高校生等を対象とした人材育成
・ ⑲～㉑ 再エネ技術見学等人数 2,033名

(3)県内企業が行うメンテナンス人材育成支援
・ 再エネメンテナンス関連産業参入支援事業補助金

⑲～㉑ 研修受講・資格取得人数 延べ63名
REIFふくしまにおける

工業高校生等向け企業プレゼンテーション
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B．再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進

 県内外の企業、大学等を会員とした福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会におい
て、ネットワークの形成を図るとともに、再生可能エネルギーの分野別に分科会を設置し
、専門的なセミナーや先進地視察を実施するなど、再生可能エネルギー関連産業育成・集
積に向けた情報の共有、発信を行った。

 研究会の複数の会員企業で構成された事業化ワーキンググループによる、再生可能エネル
ギー関連の新技術・新製品や新たなビジネスモデルの開発に向けた取組に対して支援を行
った。

◆ネットワークの形成

(1) 再生可能エネルギー関連産業推進研究会の運営
・ 会員数 878企業・団体（2021年12月末時点）

・ 太陽光、風力、エネルギーネットワーク
バイオマス、水素の５分科会を設置

・ 県内企業による事業化ワーキンググループ設立
太陽光１件、風力３件、バイオマス２件
地中熱１件、エネルギーネットワーク１件
スマートコミュニティ１件
うち⑲～㉑新設ワーキンググループ ２件
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再エネ研究会風力分科会セミナー



B．再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進

 産総研福島再生可能エネルギー研究所と連携し、再生可能エネルギー関連技術の共同研究を
実施するとともに、研究所と連携して行う県内企業の研究開発を支援した。また、産総研福
島再生可能エネルギー研究所は、研究所が有するノウハウや研究設備等を活用しながら、県
内企業の技術支援から事業化までを一体的に支援した。

 県内企業が新たに開発した再生可能エネルギー関連技術について、その実用化・事業化に向
けた技術実証に対して支援を行うとともに、浜通り地域等においては、「地域復興実用化開
発等促進事業」を活用し、地元企業等が実施する再生可能エネルギー関連技術の実用化開発
等を支援した。

◆研究開発・技術支援・実証実験（１）

(1)産総研福島再生可能エネルギー研究所との連携による研究開発
・ 福島県ハイテクプラザとの共同研究 ⑲～㉑ ４件

・ 産総研連携再生可能エネルギー関連研究開発支援事業補助金
⑲～⑳ ５件

・ 被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化
支援事業 ⑲～㉑ 37件

(2)福島発の新技術の実用化・事業化に向けた支援
・ 再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業補助金等

⑲～㉑ 43件
(3)地域復興実用化開発等促進事業
・ ⑲～㉑ 14件 11

福島再生可能エネルギー研究所
（出典 国立研究開発法人産業技術総合研究所）



B．再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進

 「福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業」については、世界における浮体式洋上
ウィンドファームの発展に大きく寄与する国家プロジェクトであり、浮体式洋上風力の安
全性、信頼性、経済性等の検証が進められた。

 「福島水素エネルギー研究フィールド（ＦＨ２Ｒ）における再生可能エネルギー由来水素
の大規模製造実証研究事業」については、未来の新エネ社会の実現に向けたモデルを構築
する国家プロジェクトであり、2020年3月に開所、稼働開始した。ここで生み出された水
素は東京オリンピック・パラリンピックでの活用を始め、水素ステーションでの車両の供
給の他、公共施設等に設置された燃料電池で利用されている。

◆研究開発・技術支援・実証実験（２）

(1)福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業
・ 2020年度まで 運転実証
・ 2021年度 撤去実証、成果取りまとめ

(2)福島水素エネルギー研究フィールドにおける再生可能エネルギー
由来水素の大規模製造実証研究事業
・ 2020年 3月 ＦＨ２Ｒ開所・稼働開始
・ 2021年夏 東京オリンピック・パラリンピックでの県産水素の利用
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福島水素エネルギー研究フィールド
（出典 NEDO）



B．再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進

 ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（ＲＥＩＦふくしま）を開催し、国内外の再生可
能エネルギー関連企業等に商談や情報収集、交流の場を提供するとともに、新規参入や取
引拡大を支援した。

 首都圏や海外で開催される展示会に県内企業と共同で出展し、「再生可能エネルギー先駆
けの地」を目指す本県の取組を国内外に発信するとともに、県内企業の取引拡大を支援し
た。

◆取引拡大

(1)ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（ＲＥＩＦふくしま）の開催
・ 回開催

⑲～⑳ 累計 出展者 378 団体 来場者12,205人

(2)首都圏展示会、海外展示会への出展
・ 首都圏展示会への出展

⑲～㉑ 累計 出展回数 ５回 県内企業等出展数 14団体

・ 海外展示会への出展
⑲～㉑ 累計 出展回数 ２回 県内企業等出展数 ９団体
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第9回ふくしま再生可能エネルギー
産業フェア（2020年10月）



B．再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進

◆海外展開

(1)再生可能エネルギー先進地との海外連携交流
・知事欧州訪問
⑲ドイツ・ノルトライン＝ヴェストファーレン州と連携覚書更新
⑲ドイツ・ハンブルク州、スペイン・バスク州と連携覚書締結

・先進地との交流
⑳デンマーク王国大使、北欧５ヵ国大使等来福。知事表敬

(2)エネルギー・エージェンシーふくしまによる海外連携の促進
・ エネルギー・エージェンシーふくしまと県覚書締結先の産業支援機関と連携
覚書締結・更新 ⑲～㉑ ３機関

(3)再生可能エネルギー関連産業推進研究会等の場を活用したセミナー等の
実施
・ ⑲ 福島県・ドイツNRW州水素エネルギーセミナー
・ ㉑ 福島県・デンマーク王国オンラインセミナー

(4)海外企業とのビジネスマッチング
・ ⑲～⑳ REIFふくしま等における海外企業と県内企業の商談件数 85件
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 欧州の再生可能エネルギー先進地へのトップセールスなどを通じた経済交流を促進すると
ともに、福島発の製品・技術等を発信した。

 エネルギー・エージェンシーふくしまによる欧州先進地の産業支援機関や企業とのコーデ
ィネート活動を通じ、県内企業の海外進出や販路拡大、事業拡大を促進した。

ドイツ・ＮＲＷ州との
覚書更新

福島県-デンマーク王国
オンラインセミナー



 福島県再生可能エネルギー復興推進協議会と協定を結ぶ再エネ発電事業者からの負担金
（100万円/MW・年）に基づき、避難解除地域の復興支援事業を実施した。

 負担金を財源とし、地域の復興に資する市町村単独事業（予算の2/3）及び広域事業（予
算の1/3）を実施した。

◆福島県再生可能エネルギー復興推進協議会による避難地域の復興推進

(1)市町村単独事業
・南相馬市/農業経営人材育成事業
・南相馬市/小中学校再エネ学習事業
・南相馬市/川房振興事業
・楢葉町/町内公共交通運営事業
・富岡町/桜植樹等業務委託事業
・浪江町/花のまち推進事業
・大熊町/植物工場支援事業

(2)広域事業
・部活動チャレンジ事業
・再エネソーラーカー支援事業
・教育旅行支援事業
・水素モビリティを活用した地域活力創造事業

C．再生可能エネルギーで復興を牽引
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 国と連携し、避難解除区域に立地する再生可能エネルギー発電事業の支援を実施。発電に
よる売電収入の一部を地域貢献に活用することで、地域の雇用創出やコミュニティの再建
を図り、避難解除区域の将来に亘る経済復興を支援。

 避難解除等区域において、原発用送電線を活用し、再生可能エネルギー導入を推進するた
めに、引き続き国や地元自治体と連携し、福島新エネ社会構想に基づき進めている共用送
電線の整備及び共用送電線に連系する再生可能エネルギー発電事業を支援した。

◆再生可能エネルギー導入拡大による復興の加速化

(1)福島県再エネ復興支援事業
・⑳まで 太陽光8事業、風力1事業 計9件 約126MW運転開始

(2)福島新エネ社会構想に基づく共用送電線整備等
・共用送電線一部供用開始（53/80km 2021年3月現在）
・再エネ発電 ⑲～㉑ 太陽光11事業 計235MW運転開始
・風力9事業 計360MWに対する支援を実施

C．再生可能エネルギーで復興を牽引

双葉渋川太陽光発電所全景 16



 経済産業省の補助事業を活用し、東日本大震災の被害を大きく受けた浜通り5市町村に
おいて、復興まちづくりと一体となったスマートコミュニティ事業を推進。
うち、新地町、相馬市、楢葉町では事業構築完了。葛尾村、浪江町で事業構築中。

 県としても、スマートコミュニティ構築の鍵となるポテンシャル調査（プレFS）への
支援を平成29年度から開始し、８市町においてプレFSを実施。スマートコミュニティ
事業の全県大への拡大を目指している。

 大熊町の特定復興再生拠点整備に合わせ、スマートコミュニティ事業の導入を検討。
県がシステム構築に必要な事業可能性調査を実施する。

◆復興まちづくりにおけるスマートコミュニティ構築の推進

(1)スマートコミュニティ構築支援事業【県補助】

⑳ 須賀川市（太陽光＋バイオマス）、田村市（バイオマス）、
いわき市（太陽光＋EMS）

㉑ 矢祭町（バイオマス）

(2)国補助による事業（2020年度までに構築完了）
・新地町(稼働中)：LNGガスコジェネにより新地駅周辺に電熱供給。
・相馬市(稼働中)：工業団地内に太陽光、蓄電池及び自営線等を設置。
・浪江町(稼働中)：道の駅等にCEMSを設けEVやエネファームにて防災能力向上を図る。
・楢葉町(稼働中）再開発エリアの公共施設、復興公営住宅等に太陽光や蓄電池を分散設置。
・葛尾村(稼働中)：町中心部にメガソーラーと大容量蓄電池を導入し、町内へ電力融通。

C．再生可能エネルギーで復興を牽引
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出典：新地スマートエナジー株式会社ホームページ



 家庭や企業、学校等が取り組む省エネ活動を推進し、エネルギー使用量の削減を図った。

 省エネアドバイザーの助言に基づいて省エネ設備を導入する中小企業等に対し、補助を行
った。

 2021年2月に宣言した「福島県2050年カーボンニュートラル」の実現に向けて、地球温
暖化対策の啓発イベント「ふくしまゼロカーボンＤＡＹ！」を開催した。

◆省エネルギーの推進

D．エネルギーの効率利用

（１）みんなでエコチャレンジ事業
・参加世帯数 ⑲3,198世帯、⑳3,347世帯、㉑集計中

（２）福島議定書事業
・参加団体数 ⑲2,099団体（学校:394、事業所:1,705）

⑳1,969団体（学校:329、事業所:1,640）
㉑2,168団体（学校:354、事業所:1,814）

（３）事業者向け省エネ対策推進事業
・補助件数 ⑲23件、⑳34件、㉑45件

（４）ふくしまゼロカーボンDAY！
・2021年11月27日（土）開催 来場者2,400名
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2020年度「福島議定書」事業表彰式（学校版）

ふくしまゼロカーボンＤＡＹ！
ステージイベント



 国や市町村と連携し、水素ステーション、燃料電池自動車、燃料電池バス等への導入支援
を実施した。

 県有施設等である「あづま総合運動公園」「Jヴィレッジ」に純水素定置式燃料電池を導
入した。同燃料電池の稼働にあたっては、福島水素エネルギー研究フィールド（FH2R）
（浪江町）で製造される再生可能エネルギー由来水素を使用している。

◆水素利活用の推進

(1)各種水素設備の導入支援（補助事業）
・水素ステーション ㉑ 計３件
郡山市、福島市、浪江町（いずれも定置式）

・燃料電池自動車 ⑲～㉑ 計71件

・燃料電池バス ⑲ 計１件 新常磐交通(株)の路線バスとして2020年4月より平～小名浜間を運行中

(2)純水素定置式燃料電池の導入
・あづま総合運動公園（福島市） 100kW１機
・Jヴィレッジ（楢葉町） 700W１機
→両機とも2020年６月稼働開始。
また、 FH2R産水素を活用した研究開発や事業実施に係る相互協力を目的に、FH2Rを運営する
NEDOとの連携協定を2020年6月に締結。

D．エネルギーの効率利用
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燃料電池（あづま） 燃料電池（Jヴィレッジ）

燃料電池バス（出典：新常磐交通(株)）


